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本書の特色 

地方税は住民税、事業税、固定資産税といった身近な税でもありますが、税目が多岐にわたり、複雑、難解
で、習得が容易ではない分野です。しかし、地方分権が叫ばれる昨今、地方税はますます重要性を増しており、
実務上、正確な知識を持つことは必要不可欠になっています。本書は、こうした背景のもと、地方税全般につ
いてその概要から事業に関するもの、不動産に関わるもの、生活に関するものまで幅広く網羅しわかりやすい
Ｑ＆Ａ方式で解説しています。 
 

全国女性税理士連盟 編 

令和６年版 地方税Ｑ＆Ａ

地方税Ｑ＆Ａ 

 

 
1．総論 

2．個人住民税 

3．個人事業税 

4．法人住民税 

5．法人事業税 

6．事業所税 

7．固定資産税・都市計画税（土地・建物） 

8．固定資産税（償却資産） 

9．不動産取得税 

10.その他の地方税 

11.東日本大震災及び令和 6 年能登半島地震による被
災者に対する減免措置 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞ 制度の内容だけでなく、なぜそうなってい
るのかという、制度の考え方に即して解説！ 

☞ 実務として地方税に係わる方のために、記
載例を多数収録！ 

☞ 今後の税制の動向から、今後重要性が増す
と思われる制度についての解説を重視！ 

☞ 難解極まりない地方税についてわかりやすく
解説し、あらゆる税目を幅広く網羅して全面的
に内容を見直した、前版（令和 3 年 10 月刊）
以来 3年ぶりの改訂版！ 
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１．総論 

地方税の概要（その１）地方

団体と地方税 

地方税の概要（その２）現行の

地方税 

01-01 租税（地方税）条例主

義 

01-02 課税自主権 

01-03 法定外税 

01-04 納税義務の成立と確

定 

01-05 納税の告知等 

01-06 地方税と他の債権と

の調整 

01-07 納税の猶予及び担保

等 

01-08 災害減免（災害等の減

免措置） 

01-09 災害減免（還付） 

01-10 災害減免（行政手続

法との関係） 

01-11 延滞金・加算金等 

01-12 期間制限と消滅時効 

01-13 不服審査及び訴訟 

01-14 地方税の電子申告、

電子申請・届出、共通納税 

01-15 地方税関係帳簿の電

磁的記録による保存等 

01-16 地方税務手続のデジ

タル化 

 

２．個人住民税 

個人住民税の概要 

02-01 所得税と住民税の違

い 

02-02 住民税の納税地 

02-03 住民税の均等割 

02-04 所得割の課税標準と

税額計算 

02-05 非課税 

02-06 住宅借入金等特別税

額控除 

02-07 住民税の寄附金税額

控除 

02-08 ふるさと納税（寄附

金） 

02-09 外国税額控除 

02-10 個人住民税の申告 

02-11 年金所得者の住民税の

申告 

02-12 特別徴収と普通徴収 

02-13 給与支払報告書と公

的年金等支払報告書 

02-14 株式の配当に係る個人

住民税 

02-15 株式の譲渡に係る個人

住民税 

02-16 退職者からの住民税

の徴収方法 

02-17 海外転出と帰国の場

合の住民税 

02-18 外国人労働者の取扱

い 

02-19 減免 

 

３．個人事業税 

個人事業税の概要 

03-01 事業税と住民税の違

い 

03-02 課税標準と税率 

03-03 ソフトウェアの制作 

03-04 不動産貸付業 

03-05 共有不動産 

03-06 駐車場業 

03-07 農家の副業 

03-08 個人立幼稚園 

03-09 太陽光発電 

03-10 個人事業税の計算 

03-11 特別な所得計算をす

る場合 

03-12 個人開業医の事業税 

03-13 損失が発生した場合 

03-14 災害損失 

03-15 申告及び賦課決定 

03-16 減免 

03-17 個人事業税の計算事

例（通年事業） 

03-18 個人事業税の計算事

例（事業廃止） 

03-19 個人事業税の計算事

例（死亡） 

03-20 個人事業税の計算事

例（分割基準） 

 

４．法人住民税 

法人住民税の概要 

04-01 法人住民税の課税権 

04-02 納税義務者と事務所

の定義 

04-03 事業所の定義（派遣・

請負の場合） 

04-04 法人税割の課税標準

と税率 

04-05 一般社団法人・一般

財団法人と法人住民税 

04-06 NPO法人の住民税 

04-07 外国法人の住民税 

04-08 法人課税信託の受託

者 

04-09 法人住民税の非課税 

04-10 均等割の意義 

04-11 均等割の個数 

04-12 均等割と減資 

04-13 清算中の法人の均等

割 

04-14 事務所の新設等と均

等割 

04-15 地方団体の森林環境

税と均等割 

04-16 法人税額の特別控除 

04-17 還付法人税額の控除 

04-18 不均一超過課税 

04-19 解散した法人の法人

税割の税率 

04-20 税額控除（企業版ふ

るさと納税）  

04-21 外国税額控除 

04-22 仮装経理に基づく過

大申告の場合の更正に係

る税額控除 

04-23 移転価格税制 

04-24 分割基準 概要 

04-25 事務所等の新設・廃

止と従業者数 

04-26 分割基準の具体的な

計算 

04-27 グループ通算制度と

法人住民税 

04-28 申告納付の手続  

04-29 中間申告 

04-30 修正申告 

04-31 更正・決定 

04-32 更正の請求 

04-33 中間納付額の還付 

04-34 延滞金 

04-35 申告期限延長法人の

見込み納付 

04-36 地方法人税 

 

５．法人事業税 

法人事業税の概要 

05-01 法人事業税の損金性 

05-02 法人課税団体、課税標

準と税率 

05-03 事務所等の定義 

05-04 非課税 

05-05 所得割 

05-06 課税標準を収入金額

とする事業 

05-07 課税標準を収入金額

とする事業（太陽光発電） 

05-08 外形標準課税の概要 

05-09 医療法人の事業税額 

05-10 特別法人事業税 

05-11 税額控除（企業版ふ

るさと納税） 

05-12 税額控除（仮装経理） 

05-13 税額控除（租税条約） 

05-14 分割基準と事業 

05-15 分割基準の具体的な

計算 

05-16 グループ通算制度に

おける法人事業税の取扱

い 

05-17 資本金（出資金）の額

の判定 

05-18 課税標準の区分計算

を要する法人 

05-19 外形標準課税の付加

価値割 

05-20 報酬給与額 

05-21 純支払利子 

05-22 純支払賃借料 

05-23 外形標準課税の資本

割 

05-24 持株会社の特例 

05-25 外形標準課税の申

告・納付 

 

６．事業所税 

事業所税の概要 

06-01 事業所税の納税義務

者 

06-02 資産割 

06-03 従業者割 

06-04 資産割の具体的な計

算 

06-05 みなし共同事業の場

合の具体的な計算 

06-06 申告・納付 

 

【資料】事業所税の申告納税

義務判定チャート 

 

７．固定資産税・都市計画税

（土地・建物） 

固定資産税の概要  

07-01 納税義務者と賦課期

日 

07-02 相続があった場合等

の納税義務者 

07-03 課税標準 

07-04 負担調整措置 

07-05 非課税 

07-06 資産の貸付と用途非

課税 

07-07 医療法人と非課税 

07-08 土地の評価 

07-09 収益力の低下した土

地の評価 

07-10 家屋の評価 

07-11 固定資産の評価替え 

07-12 分譲マンションの固

定資産税 

07-13 住宅用地の特例①原

則 

07-14 住宅用地の特例②マ

ンションの隣地駐車場 

07-15 住宅用地の特例③仮

設住宅 

07-16 住宅用地の特例④家

屋が建替え中の場合 

07-17 被災住宅用地・長期避

難指示等 

07-18 納期・納付 

07-19 新築住宅の税額特例 

07-20 高齢者向け賃貸住宅

の減額 

07-21 改修工事を行った住

宅に対する減額 

07-22 徴収猶予・減免・滞納 

07-23 縦覧・閲覧・名寄帳 

07-24 審査委員会 

07-25 固定資産税の還付 

07-26 都市計画税 

07-27 不動産に関する税金 

 

８．固定資産税（償却資産） 

08-01 償却資産税に係る固

定資産税の概要 

08-02 償却資産の範囲 

08-03 家屋と償却資産の区

分 

08-04 造作 

08-05 償却資産の評価と課

税標準 

08-06 減免 

08-07 調査 

08-08 課税標準の特例措置 

 

９．不動産取得税 

不動産取得税の概要 

09-01 課税客体（不動産の取

得とは） 

09-02 免税点 

09-03 非課税 

09-04 増築・改築・資本的支

出 

09-05 建売住宅会社が不動

産を取得した場合の軽減

措置 

09-06 区分所有建物を建築

した場合 

09-07 合併・分割・現物出資 

09-08 住宅用地及び住宅の

取得 

09-09 耐震基準不適合既存

住宅を耐震改修した場合 

09-10 土地の交換・代物弁

済・収用による取得 

09-11 農業経営の合理化と

不動産取得税 

09-12 農地等の生前一括贈

与 

09-13 夫婦間における贈与

と財産分与 

09-14 相続と不動産取得税 

 

10．その他の地方税 

地方消費税の概要 

10-01-01 消費税の清算交

付 

10-01-02 地方消費税と輸

入 

10-02-01 自動車税の概要 

10-02-02 エコカー減税と

グリーン化特例 

10-02-03 カーリースと自

動車税 

10-02-04 自動車税の減免 

10-03 軽油引取税 

10-04-01 ゴルフ場利用税 

10-04-02 入湯税 

10-04-03 宿泊税 

10-05 たばこ税 

国民健康保険税の概要 

10-06-01 保険料と保険税 

10-06-02 国民健康保険税

の税額計算 

10-06-03 特別控除と国民

健康保険税 

 

11.東日本大震災及び令和 6

年能登半島地震による被

災者に対する減免措置 

11-01 東日本大震災に関す

る地方税の特例 

 

【資料】東日本大震災及び福

島復興税制関係 

 

11-02 令和 6 年能登半島地

震による被災者に対する

減免措置等について 

 

【資料】令和 6年能登半島地

震災害の被災者に対する

減免措置等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


